
科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

１４３０１

若手研究(B)

2015～2012

戦時・戦後日本農民政策史に関する研究

Japan's Peasant Policy in the Wartime and Postwar Periods

００４０２８２６研究者番号：

伊藤　淳史（ITO, Atsushi）

京都大学・（連合）農学研究科（研究院）・准教授

研究期間：

２４７８０２１２

平成 年 月 日現在２８   ６ ２３

円     2,400,000

研究成果の概要（和文）：　本研究の目的は、戦時期から戦後(1950年代)にかけて農林省によって行われた、(土地・
物・金でなく)人を直接の対象とする政策を「農民政策」として捉え、かかる見地より近現代日本農業史研究に関する
新たな把握を提示することである。具体的な課題として(1)農民政策の農村現場における実態、(2)戦後における農民政
策の展開を設定し、これをもとに(3)日本農政における戦時と戦後の関係について考察を行った。
　

研究成果の概要（英文）： The purpose of this research is to reexamine Japan's agricultural policy between 
the 1930s and the 1950s, with a focus on “peasant policy,” which specifically targeted the peasant 
population as a human resource. We endeavor to clarify the following issues: (1) the actual state of 
peasant policies between the 1930s and 1950s; (2) the development of peasant policies in the postwar 
period; and (3) a reexamination of the characteristics of agricultural policies in prewar, wartime, and 
postwar Japan.
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１．研究開始当初の背景 
農林省による人に対するはたらきかけは
経済更生運動を起点とし、戦時期には戦時農
政における柱として位置付けられた。しかし、
農林省における土地(農地政策)、物(食糧政策)、
あるいは金(農村金融政策・補助金政策)に関
する政策展開については多くの研究が行わ
れる一方で、人に関する政策は長らく等閑視
され、農業政策研究や移民政策研究、農本思
想研究のなかで断片的に取り上げられるに
すぎなかった。その結果、戦時期以降の農業
政策が備えていた能動的側面について、先行
研究では視野から抜け落ちることとなった
と考えられる。 
かかる研究状況の問題点として、第１に、
農民へのはたらきかけがいかほどの大衆的
基盤を持ちえていたか論証を欠いたまま経
済更生運動に「日本ファシズム」規定を与え
るといった、農業政策研究における実態分析
の欠如、第２に、戦前・戦時期の日本農政に
ついて戦後との断絶説に基づく「帝国主義官
僚」規定がなされる一方で、連続説に立つ石
黒農政再評価論が提起されるという「石黒農
政」評価をめぐる混乱、第３に、戦時農政に
おける重要国策たる満洲移民について政策
分析の射程が敗戦までにとどまる一方で、戦
後の農業移民政策については長らく等閑視
されてきたという農業移民政策研究におけ
る戦時と戦後の断絶、第４に、主導者の言
説・行動分析という手法が中心的であった農
本思想研究における受け手側の分析の不在
および、戦後における農本思想研究の欠如が
指摘できる。 
本研究は、単に個別のトピックに関する研
究史の空白を埋めるのでなく、これまでの研
究で得られた知見も踏まえた上で「農民政
策」という観点による総合のもと、近現代日
本農業史研究に関する新たな把握を提示す
ることを目的とするものである。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、戦時期から戦後(1950 年
代)にかけて農林省によって行われた、人を直
接の対象とする政策を「農民政策」として捉
え、かかる見地より近現代日本農業史研究に
関する新たな把握を提示することである。具
体的な課題として、下記の３点について検討
を行った。 
 
(1)農民政策の農村現場における実態 
農林省による人へのはたらきかけはいか
に行われ、いかなる反応があったのか。これ
は、農業政策研究・農本思想研究いずれにお
いても欠落していた論点であった。そのため
先行研究では、農民へのはたらきかけがいか
ほどの基盤を持ちえていたか論証を欠いた
まま経済更生運動に「日本ファシズム」規定
が与えられたり、農民教育者や農政ブレーン
の言説のみをもって人物・政策評価がなされ
てきたことは前述した通りである。 

 これに対し、本研究では道府県農会報の記
事を主な分析対象として、労働の共同化・生
活の共同化・農民訓練という３つの局面にお
ける戦時体制下農民の反応について検討を
行った。 
 
(2)戦後における農民政策の展開 
戦時期より本格的に開始された農民政策
は、戦後農政にいかなる影響を及ぼしたのか。
戦時期の指導者たちは戦後も活動を継続し
たにもかかわらず、従来の農本思想研究の射
程は戦時期までにとどまっていた。また、移
民研究においては戦時と戦後の分断状況が
顕著であった。満洲移民については近年研究
が急速に進展している一方で、戦後の移民政
策については研究自体少ない上、農業移民を
所管した農林省への着目は近年はじまった
ばかりである。戦前・戦時と戦後との断絶・
連続をめぐる議論が提起されて久しいが、移
民政策については研究そのものが断絶され
た状況にあったのである。 
 これに対し、本研究では、①戦前期の修錬
農場(農民道場)から現在の農業大学校にいた
る農林省系施設教育の展開、②戦時期の食糧
増産隊から 1965 年に発足した青年海外協力
隊にいたる官製青年隊の系譜、③「満蒙開拓
移民の父」と称された加藤完治が自ら組合長
に就いた戦後開拓組合の事例分析、④戦後に
おける農業移民政策といった、戦後における
農民政策の展開過程について検討を行った。 
 
(3)日本農政における戦時と戦後の関係 
大正期の小作立法に端を発する「石黒農
政」と戦後農政の関係について、従来相対立
する見解が出されてきたが、いずれも戦後農
民政策に対する評価が抜け落ちていた。第１
に、戦後との断絶説に基づいた「帝国主義官
僚」規定では農地政策の連続性(戦時農地統
制から戦後農地改革へ)を説明できない。第
２に、連続説に基づく石黒農政再評価論は、
満洲移民など戦時期における人の動員を完
全に捨象したまま、農地政策の連続性にのみ
基づいて積極的な評価を与える議論である。 
 これに対し、本研究では、農地政策だけで
なく、断絶説・連続説の双方が捨象してきた
農民政策の検討を踏まえて「石黒農政」の再
検討を行った。 
以上示した通り、戦時・戦後における農民
政策の検討は，単に先行研究における不備の
指摘や研究史上の空白を埋めるにとどまら
ない意義をもつ研究課題として設定された
ものである。 
 
３．研究の方法 
第１に、農民政策の実態把握に際しては政
策サイドのはたらきかけのみならず受け手
側の反応にも焦点をあてた。かかる視角によ
り農民の主体性を見出してゆくことは、政策
サイドに偏していた従来の見解に再検討を
迫る成果を生みだすものといえる。 



第２に、本研究では戦後における政策展開
や農政ブレーンの活動を通じて、戦時農民政
策を問い直した。かかる視角はこれまで農業
政策研究・農本思想研究いずれにおいても欠
けているものであった。 
 
４．研究成果 
(1)農民政策の農村現場における実態 
本研究では、政策意図と農民意識の間には
重層的なレベルでの落差があったこと、また
農民間にもナショナルな価値観を内面化し
た者とそうでない者とでは政策への反応に
大きなズレがあったことを明らかにした。ま
た、政策意図と実態の乖離はとりわけ戦時期
において顕著であった。農村現場における実
態への着目により、先行研究に対して本研究
では村落的な役割期待による合意形成論や、
「農村中堅人物」に対する自発性の喚起によ
る支配・統合論では戦時期における国家と農
民の関係を説明しえないことを指摘してい
る。 
 
(2)戦後における農民政策の展開 
第１に、施設教育について、農民道場から
農業大学校までの過程を検討した結果、文部
教育とは対照的に 1950 年代までの農林省系
施設教育には戦前・戦時との連続性が強く認
められた一方で、農業高校の代位機関化が進
んだ 60 年代以降は発足時の教育理念が急速
に実態と乖離していくことを明らかにした。 
第２に、青年隊組織について、食糧増産隊
から農村建設青年隊、さらには青年海外協力
隊にいたる過程を検討した結果、①青年隊設
立にかかわった人物・組織には連続性が認め
られること、また②掲げられる目的が時代状
況に応じて変遷する一方で、政策サイドには
青年対策としての効果に対する期待がつね
に伏在していたことを指摘した。 
第３に、戦後開拓について、①満洲移民指
導者であった加藤完治による営農指導は教
え子である入植者たちにとっても受け入れ
難いものであり多くの脱落者を生んだこと、
②その一方で「教育としての開拓」という価
値観を共有しえた者たちは組合に残留し、組
合長交代後の経営形態転換によって酪農主
産地化を果たしたことを解明した。 
第４に、農業移民政策について、①農林省
の関与によって与えられた農業問題対策と
しての側面が、過剰人口問題の解消後も移民
政策の継続を可能にした要因となったこと、
また②戦後移民の日本への「還流」が現在の
日系ブラジル移民の形態を大きく規定して
いることを明らかにした。 
そして、以上の諸政策について、戦前・戦
時農民政策との連続性が確認されるととも
に，いずれも 1950 年代後半から 60 年代初頭
にかけて大きな性格変化が生じたこと(断
絶)が明らかとなった。 
 
 

(3)日本農政における戦時と戦後の関係 
農民政策の戦後展開や、戦時農政を主導し
た石黒忠篤・那須皓らの戦後における活動を
検討した結果、「石黒農政」について日本農
政という枠内において農民の保護育成を追
求した一連の施策と捉え、かかる農政の系譜
は、産業政策として自らを規定した基本法農
政の開始をもって終焉するという戦後農政
把握を提示した。 
 
そして、以上の成果は単著『日本農民政策
史論』(京都大学学術出版会、2013 年)として
公刊された。同書は農業経済学・経済史・農
村社会学の学術誌にて書評が掲載され、また
2015 年度日本農業経済学会学術賞が授与さ
れている。 
 さらに、同書において今後の課題として残
された占領期農政について、GHQ/SCAP 文書
(主に天然資源局の農林大臣会談録および週
報)分析を行い、学会大会報告を行った。そ
の結果、第１に、戦後の基本法農政は戦時農
政にも占領軍の改革プランナーによる農政
像にも源流を求めることはできないこと、第
２に、占領政策の評価について、占領後にお
ける改革の帰趨とそれを左右した日本側の
条件を検討することで、過大評価対過小評価
という図式を回避しうることを提示した。 
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